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□

少数与党で出発した韓国の盧武鉉政権は昨年

４月の総選挙で過半数を越える与党候補を当選

させ，その政権基盤を固めることに成功した。

この盧武鉉政権の下で，韓国は一時の経済的苦

境を脱し，順調な経済成長を続けているように

みえる。

このような韓国の企業社会と労使関係のあり

方について，コーポラティズムとデュアリズム

という二つの概念枠組みを用いて，日本と比較

しながら検討しようというのが，本書の課題で

ある。筆者は，これについて，次のように述べ

ている。

「本書の課題はコーポラティズムとデュアリ

ズムの概念を利用して，1990年代以降を中心に

韓国の労使関係について分析を行い，なぜ韓国

では政労使による社会的合意に幾度も難航・挫

折を経験したのかなどに関する問題を究明する

ことである。」

このような課題意識の下に，本書は８章にわ

たって記述されている。

第１章では，ゴールドソープの理論を紹介し，

日本における「ネオ・コーポラティズム論争」，

韓国についての先行研究などが検討され，本書

の意義が明らかにされている。

第２章では，本書のキー概念であるコーポラ

ティズムとデュアリズムの説明，両者の関係，

分析に必要なその他の概念の検討などが行われ

ている。この二つの章は，主として理論的な問

題を扱っている。

これに対して，第３章から第６章までは，韓

国の労使関係をめぐる経験的事実の分析にあて

られ，韓国の労使関係をめぐる環境と労働組合

運動の歴史が，韓国式ネオ・コーポラティズム

政策の限界とデュアリズムの深化という視点か

ら分析される。ここでの叙述は単なる労使関係

史・労働運動史ではなく，理論的視点からの分

析的体系的な記述となっている。

第３章で主に取り上げられるのは，社会・文

化的背景，産業化と経済発展のあり方，法や制

度の状況，雇用・労働市場の構造などであり，

その理論的含意が検討される。石油ショック以

降，日本ではミクロ・コーポラティズムとデュ

アリズム，韓国では，87年の民主化運動の高揚

以前には国家コーポラティズム，以後はデュア

リズム形成の環境条件が形成されたという。

第４章では，韓国の労働組合運動が取りあげ

られナショナルセンターや企業別労働組合の状

況が分析される。ナショナルセンターは韓国労

総と民主労総に分裂しており，親労組的政党が

与党になったことはなく，企業別組合中心の分

権的体制であるため，ネオ・コーポラティズム

形成の条件がなかったとされる。

第５章では，90年代の韓国で，中小・下請け

企業の労働者，非正規労働者，外国人労働者な

どの周辺労働者が増大し，企業別労働組合はデ

ュアリズム的労使関係戦略を受け入れるしかな

かったため，団体交渉能力の弱体化や組織力量

の低下を招き，デュアリズムが深まったとされ

る。

第６章では，このような中でのネオ・コーポ

ラティズムの模索とその限界が，軍政時代の国
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家コーポラティズムと民主化後の社会的合意政

策の模索という二つの時期に分けて検討され

る。賃金格差の拡大，周辺労働者の排除，組織

率の低下に加えて，労使協力の基盤が脆弱であ

り，労使間の長期的な関係構築に失敗し，「労

働基本権に対する規制の緩和と（雇用削減を含

んだ）労働市場のフレキシビリティ向上との交

換」がなされたため，「労使政委員会がネオ・

コーポラティズムを志向していたにもかかわら

ず，……マクロ・コーポラティズムの発展を妨

げる結果をもたらした」とされる。

第７章は，コーポラティズムとデュアリズム

の観点からする日韓両国の労使関係の比較であ

る。日本の読者としては，この章が最も興味が

もてるのではないだろうか。韓国の分析だけで

なく，日本の労使関係のとらえ直しという点か

らも，多くの示唆が得られるであろう。

最後の補章は，1998年から2002年までの韓国

の銀行業における金融改革とそれをめぐる労使

関係の分析にあてられている。この事例研究に

よって，この期間の金融産業におけるデュアリ

ズムの深化が明らかにされる。

本書の特徴は，第１に，ゴールドソープの理

論に全面的に依拠し，ネオ・コーポラティズ

ム・デュアリズム論を韓国の労使関係分析に応

用したものだという点にある。したがって，労

使関係や労働運動の歴史・制度的環境が取り上

げられているが，単なる事実の叙述には終わっ

ていない。常に，それぞれの事実の理論上の含

意が明らかにされている。

第２に，日韓両国の労使関係の比較分析を試

みている点にある。このような比較が可能にな

ったのは，特定の理論的な枠組みに依拠して現

状分析を行っているからである。それぞれの国

の個別的で具体的な事実の理論的含意を比較す

ることによって，その共通性や異質性を明らか

にすることが可能になる。本書におけるこのよ

うな比較は，基本的に成功していると言って良

いだろう。

本書の結論的な主張は，日韓両国でデュアリ

ズムが進行しているというものである。この点

での共通性を指摘しつつ，筆者は両国の違いに

ついても無視していない。日本では，このデュ

アリズムはマクロ・レベルのもので，ミクロ・

コーポラティズムと共存しているという。その

理由は，日本における正規労働者の長期的な雇

用安定にある。

つまり，「賃上げの自粛と雇用維持間の交換

関係」が企業レベルでの労資協調を可能にし，

ミクロ・コーポラティズムの構造を作り出して

いるというわけである。「したがって，韓国で

の社会的合意機構の運営はミクロ・コーポラテ

ィズムを基盤にした日本の社会的合意機構の運

営よりもさらに困難な状況に置かれていた」と，

筆者は判断している。

評者は，かつて拙著『政党政治と労働組合運

動』（御茶の水書房，1998年）において，「『労

働なきコーポラティズム』と『デュアリズム』

は，部分的に共存可能」だとし，「『デュアリズ

ム』が強化されているというのが，本書の現状

認識である」と述べ，別の拙稿「『日本型労使

関係』賛美論を批判する」（政治経済研究所

『政経研究』第73号，1999年11月）で，「日本の

労働政治をデュアリズムととらえることは妥当

であろうか」と疑問を提起した久米郁男『日本

型労使関係の成功』（有斐閣，1998年）に反論

したことがある。したがって，上記のような本

書の結論は，私としては完全に同意できるもの

である。

ただし，日本と韓国について，それぞれ新た

な検討すべき問題が生じているような気もして
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いる。日本では，90年代以降の長期不況の下で

大規模なリストラ（人員整理）が行われ，正規

労働者の削減と非正規労働者への置き換えが進

行している。つまり，デュアリズムとミクロ・

コーポラティズムの共存を可能とさせた，韓国

とは異なる日本独自の条件（長期的な雇用の安

定）が急速に失われつつある。これが，マク

ロ・ミクロ両面でのデュアリズムの深化をもた

らすとすれば，それは労資協調の基盤を奪い，

新たな労働運動の高揚をもたらすことになるの

かという問いが生ずる。

韓国側では，金大中政権以降のプロ・レイバ

ー政権の存在をどう評価するかという問題があ

る。とりわけ盧武鉉政権は労働市場政策と労使

関係政策とを使い分け，前者においては経営者

寄りの新自由主義的政策を取りつつも，後者に

おいては労働者寄りの社会民主主義的政策を志

向しているように見える。少なくとも，労働の

排除を意図しているとは言えない。そうだとす

れば，韓国労使関係の現状をデュアリズムの深

化という一言で片づけて良いのだろうかという

疑問がわく。

もちろん，これらの問題は本書がカバーする

期間を越えており，その解答を本書に期待する

ことはできない。評者としては，いずれこれら

の疑問にも答えてもらいたいとの希望を持って

いるが，それは本書の課題意識と分析枠組みを

高く評価するがゆえである。

（朴昌明著『韓国の企業社会と労使関係－労使

関係におけるデュアリズムの深化』ミネルヴァ

書房，2004年，xi＋229頁，本体3500円＋税）

（いがらし・じん　法政大学大原社会問題研究所教

授）
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